
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
山口県

交付限度額 122億5,118万円

うち令和７年度 交付決定額 32億487万円（26.2％）

うち令和８年度 交付決定額 － （－ ％）

残額 90億4,631万円（73.8％）

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆LPガス料金上昇負担軽減事業（R7補正分） 事業費：4億9,737万円
ＬＰガス販売事業者を通じて生活者や事業者の利用料金の値引きを実施

（家庭業務用利用者：１千円（令和８年２月検針分から）、産業用利用者： 20円／ ㎥（令和８年２月販売分から））

◆介護施設等光熱費高騰対策支援事業（R7補正分） 事業費：4億2,773万円
光熱費等の高騰が続く中、介護施設等に支援金を交付することにより、利用者等に対して、安心・安全で質の高いサービス

が提供できる体制を確保（入所系：200～520千円／施設、通所系：160千円／ 施設、訪問・相談系：80千円／施設）

◆医療機関等光熱費高騰対策支援事業（R7補正分） 事業費：12億5,603万円
光熱費等の高騰が続く中、医療機関等に支援金を交付することにより、利用者等に対して、安心・安全で質の高いサービス

が提供できる体制を確保（病院：130千円／施設：40～50千円／床、無床診療所：130千円／施設 等）

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆医療機関食材料費高騰対策支援事業 事業費：2億9,461万円
食材料費の高騰が続く中、医療機関に入院時の食費に対する支援金を交付することにより、利用者等に対して、安心・安全

で質の高いサービスが提供できる体制を確保（病院、有床診療所：13,200円／床）

◆中小企業賃上げ環境整備支援事業 事業費：7億1,787万円
物価高・人手不足や継続的な最低賃金引上げの影響を受ける県内中小企業に対し、生産性向上に資する新たな設備等の導入

を支援（補助上限：中小企業者5,000千円、小規模事業者1,000千円、補助率：１/２）
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  9,332,265  8,717,127  4,518,418  -  -  -  993,840  3,204,869 615,138 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1  -  -  -  -  -  -  -

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5  -  -

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合
は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列で
当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以降
に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
私立学校等光熱費高騰対策
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 28,320  28,320  28,320

①物価高騰により光熱費の高騰に直面する私立学校等に
対して支援金を交付することにより、私立学校における教育
条件の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③幼稚園等
　60千円（～49人）×26＝1,560千円
　120千円（50～149人）×62＝7,440千円
　200千円（150人～）×21＝4,200千円
　中学校・高等学校等
　230千円（～249人）×7＝1,610千円
　410千円（250～499人）×4＝1,640千円
　680千円（500～749人）×6＝4,080千円
　1,290千円（750～999人）×4＝5,160千円
　2,410千円（1,000人～）×1＝2,410千円
　110千円（広域通信）×2＝220千円
④私立幼稚園、私立幼稚園型認定こども園、私立中学校・
高等学校等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象１３３件において、教育条件の
維持・向上を図る。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 私立学校 県HPに掲載 R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
私立学校給食等に係る物価
高騰差額補助事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 45,561  45,561  45,561

①物価高騰が生じる中、私立学校において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った学校給食等の提供が行われる
よう、給食材料費に係る増加経費を支援することで、保護者
の負担軽減を図る（教職員は除く）。
②（１）令和３年度から令和７年当初の給食費等の引上げに
伴う差額
　 （２）令和７年度中の給食費等の引き上げに伴う差額
　　　（いずれも教職員分は除く）
③中学校：（１）440人×0..2（執行率）×38円/日×200日＝
669千円
           　 （２）440人×0..2（執行率）×47円/日×200日＝
828千円
   幼稚園：（１）12,240人×0..2（執行率）×750円/月×12月＝
22,032千円
              （２）12,240人×0..2（執行率）×750円/月×12月＝
22,032千円
④生徒、園児の保護者（県内の給食等を実施する私立中学
校及び私立幼稚園・幼稚園型認定こども園等に交付）

－ － － R7.4 R8.3

・給食費等の引上げに伴う差額につい
て、申請額の100％を目標に支援を行い、
保護者の負担軽減を図る。

・対象施設（約100校）において、物価高騰
の給食材料費等への転嫁を抑制する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 私立学校 県HPに掲載 R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
一般公衆浴場光熱費等高騰
対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 1,370  1,370  1,370

①物価高騰の長期化により、一般公衆浴場事業者の経営が
圧迫していることから、物価高騰対策として、経営の安定化
を図ることにより、衛生水準の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③1日当たりの入浴者数に応じた補助単価×施設数(全１５
施設)
40千円×８施設＝320千円
100千円×２施設＝200千円
170千円×５施設＝850千円
④県内の一般公衆浴場（公営施設を除く）、利用者

－ － － R7.4 R7.7 支援施設：15施設 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
生活衛生関係営
業者

県HPに掲載 R7当初（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
救護施設光熱費高騰対策支
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 1,000  1,000  1,000

①原油価格・物価高騰等に直面する救護施設等に支援金を
交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全
で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③250千円/施設×県内４施設＝1,000千円
④救護施設設置者

－ － － R7.4 R7.6
支援対象４施設において、利用者等に対
して、引き続き安心・安全で質の高いサー
ビスが提供できる体制を確保する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
女性自立支援施
設等

県HPに掲載 R7当初（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
医療機関等光熱費高騰対策
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 998,780  998,780  998,780

①物価高騰に直面する医療機関等に支援金を交付すること
により、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。
②医療機関等光熱費高騰対策支援金
③病院（800,480千円）
　　【100千円×125箇所】＋【13,185床×40千円 ※200床以
上】
　　　＋【8,686床×30千円 ※200床未満】
　有床診療所（37,890千円）
　　【100千円×75箇所】＋【1,013床×30千円】
　無床診療所（146,700千円）
　　【100千円×1,467箇所】
　施術所（13,710千円）
　　【30千円×457箇所】
④病院、診療所、施術所（市町立を除く）

－ － － R7.4 R8.3
支援対象2,124件において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
医療（光熱費関
係）

県HPに掲載 R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
薬局光熱費高騰対策支援事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 31,241  31,241  31,241

①原油価格・物価高騰等に直面する薬局等に支援金を交付
することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質
の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③＠30千円×765施設＝22,950千円
　支払事務委託料　8,291千円
④県内で開業・運営している保険薬局

－ － － R7.4 R8.3
支援対象765施設において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
医療（光熱費関
係）

県HPに掲載 R7当初（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設等光熱費高騰対策
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 342,285  342,285  342,285

①原油価格・物価高騰等に直面する介護施設等に支援金を
交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全
で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③入所系
　150千円（定員1～40人）×432＝64,800千円
　250千円（定員41～60人）×144＝36,000千円
　400千円（定員61人～）×120＝48,000千円
　通所系
　120千円×866＝103,920千円
　訪問・相談系
　60千円×1,166＝69,960千円
　支払事務委託料　19,605千円
④県内介護サービス事業者、利用者等

－ － － R7.4 R8.3 支援件数2,728 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事
業所・施設等

県HPに掲載 R7当初（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設等食材料費高騰対
策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 533,905  533,905  533,905

①物価高騰が長期化し、食材料費の値上げで影響を受けて
いる介護サービス事業者に対し、食材料費の上昇分を支援
することでサービスの安定的な提供を図る。
②食材料費の対前年増加額、支払事務委託
③入所施設（定員数19,642人×21,600円＝424,267千円）
　 通所施設（定員数14,602 人× 6,400円＝ 93,453千円）
   支払事務委託料　16,185千円
④介護サービス事業者、利用者等

－ － － R7.4 R8.3 支援件数1,094 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事
業所・施設等

県HPに掲載 R7当初（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

財政課担当部局課名 4,518,418                                          

35000

【35_山口県】

35000_山口県

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

083-933-2170

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-                          

768,186                 

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

担当者氏名 神崎　悠一 国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

-                                                     

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

768,186                 

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

-                          

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

768,186                                           

小計　交付限度額（R7予備費分） 768,186                                           

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）

12,251,173                                       

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） -                                                   

小計　交付限度額（R7経済対策分） 12,251,173                                       

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

※記載は不要

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

9,046,304                                   

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

-                                                   

9,046,304                                        

3,204,869                                        

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知

-                                                   

交付限度額計 16,360,359                                       

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

3,204,869               

3,204,869               

小計　交付限度額（R6経済対策分）

-                                           

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

（単位：千円）

-                                                     

a10500@pref.yamaguchi.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

768,186                 
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

993,840                                            

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
令和７年度既配分額

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

　

【
Ｒ

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

　

※

事

務

連

絡

参

照

-                                                     

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

3,204,869                                          

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-                                                     

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

                                    7,314,055

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

3,204,869               

支援開始時期

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

移替先
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

支援開始時期
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14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障害者支援施設等光熱費高
騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 193,903  193,903  193,903

①原油価格・物価高騰等に直面する障害者支援施設等に支
援金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安
心・安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払事務委託料
③
入所系
150千円（定員1～40人）×208＝31,200千円
250千円（定員41～60人）×37＝9,250千円
400千円（定員61人～）×8＝3,200千円
通所系
120千円×744＝89,280千円
訪問・相談系
60千円×769＝46,140千円
支払事務委託料　14,833千円
④県内障害者支援施設等

－ － － R7.4 R8.3
支援件数1,766件において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービ
ス事業所・施設等

県HPに掲載 R7当初（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障害者支援施設等食材料費
高騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 109,862  109,862  109,862

①物価高騰が長期化し、食材料費の値上げで影響を受けて
いる障害者支援施設等事業者に対し、食材料費の上昇分を
支援することでサービスの安定的な提供を図る。
②物価高騰に伴う食材料費の増額相当額、支払事務委託
料
③
入所施設（定員数2,850人×21,600円＝61,560千円）
通所施設（定員数5,669人×6,400円＝36,281千円）
支払事務委託料　12,021千円
④県内障害者支援施設等

－ － － R7.4 R8.3
支援件数986件において、利用者等に対
して、引き続き安心・安全で質の高いサー
ビスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービ
ス事業所・施設等

県HPに掲載 R7当初（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等光熱費高騰対策支
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 24,970  24,970  24,970

①原油価格・物価高騰等に直面する保育所等に支援金を交
付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全で
質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③保育所等
　200千円（定員150人～）×20＝4,000千円
　120千円（定員50～149人）×153＝18,360千円
　60千円（定員～49人）×28＝1,680千円
地域型保育事業　30千円×31＝930千円
④私立保育所、私立認定こども園（幼稚園型認定こども園を
除く）、地域型保育事業者

－ － － R7.4 R8.3 支援件数：232件 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7当初（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所副食費等物価高騰対
策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 148,500  148,500  148,500

①物価高騰が生じる中、保育所等において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った食事の提供が行われるよう、食
材料費に係る増加経費の支援を実施することで、子育て世
帯の負担軽減を図る。
②・市町が実施する、私立認可保育所・私立認定こども園
（学校法人立を除く）・地域型保育事業、特例保育における、
令和３年度から令和７年度にかけての１号・２号認定子ども
の食事の提供に要する食材料費支出の増加相当額の軽減
に要する費用（補助金）
・認可外保育施設における、令和３年度から令和７年度にか
けての利用子どもの食事の提供に要する食材料費支出の
増加相当額（補助金）
③食材料費7,500円/人・月×想定物価上昇率20％×対象子
ども数8,250人×12月＝148,500千円
④園児の保護者（市町、認可外保育施設に交付）

－ － － R7.4 R8.3 対象施設（230施設）において、物価高騰
の食材料費への転嫁を抑制する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7当初（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童養護施設等光熱費高騰
対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 9,480  9,480  9,480

①原油価格・物価高騰等に直面する児童養護施設等に支援
金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・
安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金（公立の施設を除く）
③250千円×30施設=7,500千円、30千円×66世帯=1,980千
円
④児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、母子生活支援施設、里親

－ － － R7.4 R8.3
支援件数96件において、利用者等に対し
て、引き続き安心・安全で質の高いサービ
スが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7当初（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童養護施設等食材料費高
騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 8,813  8,813  8,813

①物価高騰の影響を受けている児童養護施設等の食材料
の購入に係る経費に対し支援することで、入所児童の適切
な処遇を確保する。
②物価高騰に伴う食材料費の増額相当額について支援を
行う。
③1,500円×490名（施設等入所児童）×12月≒8,813千円
④児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、母子生活支援施設、里親

－ － － R7.4 R8.3
支援件数約490名において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7当初（地）



35000_山口県_重点支援地方交付金実施計画.xlsx

70 

71 

72 

73 

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X Y Z AA AB AC AD AE AF AG AH AI AJ AK AL AM AN AO AP AQ AR 

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

支援開始時期
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20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
賃金見直しによる人材確保・
定着支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業
等に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

 195,917  195,917  195,917

①物価高騰に賃金上昇が追い付いていない状況であること
から、安定的な人材確保・定着の実現のため、県内中小企
業等における賃金引上げや働きやすい職場環境づくりを支
援する
②（１）初任給等引上げを実施した中小企業等への奨励金の
支給、（２）支給事務の委託経費等
③（１）奨励金180,000千円（10万円×賃上げ人数（上限10
人）×180社）、（２）委託料15,767千円（社労士派遣、奨励金
申請受付、管理費等）、事務費150千円
④県内中小企業等

－ － － R7.4 R8.3
支援対象180事業所における賃金引上げ
及び働きやすい職場環境づくりの支援を
行う。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

21 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
肥料価格高騰長期化対策応
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 180,685  180,685  180,685

①肥料価格の長期的な高騰により厳しい経営環境にある農
業者の継続的な肥料低減の取組を促すため、肥料価格高
騰分の一部を支援し、持続可能な農業経営の実現を促進す
る。
②肥料価格高騰に伴う肥料価格の増額相当額に対する補
助
③・助成金：169,660千円
850円/10a（単価）×25,330ha（支援対象面積）×78.8％（申
請見込率）=169,660千円
 ・補助金交付事務作業費：11,025千円
計180,685千円
④化学肥料の低減に取り組む農業者、山口県農業協同組
合中央会

－ － － R7.4 R8.3
支援対象（経営耕地面積25,330ha）にお
いて、持続可能な農業経営の実現を図
る。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品
分野

県HPに掲載 R7当初（地）

22 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
配合飼料価格高騰対策支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 465,000  465,000  465,000

①配合飼料価格の高騰に直面する畜産農家を支援するた
め、配合飼料価格の一部を支援する。
②令和７年度における生産者が負担する配合飼料購入費の
一部支援
③配合飼料価格安定制度における契約数量１トンあたり
3,100円×150,000ｔ＝465,000千円
④山口県農業協同組合、(一社)山口県配合飼料価格安定
基金協会、各酪農農業協同組合、養鶏農業協同組合等

－ － － R7.4 R8.3
配合飼料購入費の一部を支援することで
畜産経営の継続を図る。数量150,000ト
ン。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品
分野

県HPに掲載 R7当初（地）

23 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 酪農経営緊急支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 24,000  24,000  24,000

①厳しい経営状況にある酪農家を支援するため、生産コスト
高騰分の一部を支援する。
②酪農家が負担する生産コストの一部支援
③生産コスト高騰分の一部　10,000円×2,400頭＝24,000千
円
④各酪農農業協同組合、(公社)山口県畜産振興協会

－ － － R7.4 R8.3 生産コスト上昇分の一部を支援することで
酪農経営の継続を図る。頭数2,400頭。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品
分野

県HPに掲載 R7当初（地）

24 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰下における地域の
防犯対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 10,250  10,250  10,250

①物価高騰の影響を受ける中、県民の防犯意識が高まって
いることから、自治組織等が設置する街頭防犯カメラの設置
費用を補助することで、県民生活の安全・安心の確保を推進
する。
②街頭防犯カメラの設置に対する補助金(補助率3/4、1台当
たりの上限25万円、1自治組織等当たりの上限100万円)
③25万円×41台＝1,025万円(10,250千円)
④地域住民で構成する自治組織等の団体

－ － － R7.4 R8.3 街頭防犯カメラ41台の設置を支援し、県
民生活の安全・安心の確保を図る。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

25 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
県立学校給食費に係る物価
高騰差額補助事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴う
子育て世帯
支援

 18,021  18,021  18,021

①物価高騰が生じる中、県立学校において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った学校給食等の提供が行われる
よう給食材料費に係る増加経費を支援することで、保護者の
負担軽減を図る。（教職員は除く。）
②給食材料費に係る増加経費（教職員分は除く）
※令和３年度末から令和７年４月１日の給食費引上げに伴
う差額分（令和４年３月３１日の給食単価の10％を上限とす
る）及び令和７年４月２日から令和８年３月３１日までの給食
費引上げに伴う差額分（令和７年４月１日の給食単価の
10％を上限とする）を支援
③154,019千円（高騰後）－135,998千円（高騰前）＝18,021千
円
※対象生徒数2,474人
④生徒等の保護者（県立学校　２１校（中学校、中等教育学
校（前期）、定時制高等学校（夜間）、特別支援学校）に交
付）

－ － － R7.4 R8.3

・給食費等の引上げに伴う差額につい
て、申請に対する補助の実施件数100％
を目標に支援を行い、保護者の負担軽減
を図る。

・対象施設（21校）において、物価高騰の
給食材料費等への転嫁を抑制する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 県HPに掲載 R7当初（地）

26 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
LPガス料金上昇負担軽減事
業

米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 316,000  316,000  316,000

①ＬＰガス販売事業者を通じて利用料金の値引きを行うこと
により、ＬＰガス料金上昇の影響を受け、厳しい状況にある
生活者や事業者の負担軽減を図る。
②値引き原資、販売事業者協力金、支援金交付事務委託
③-1　値引き原資
　 ・家庭業務用利用者：600円(月600円×1か月)×33万者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=198,000千
円
  ・産業用利用者：10円/m3×5,800千m3(使用見込量)×1か
月=58,000千円
③-2　販売事業者協力金
　 ・10万円（上限）×350者=35,000千円
③-3支援金交付事務委託
 　・25,000千円
④家庭業務用利用者（一般消費者・業務用利用者(原則、質
量販売は除く）、コミュニティガス利用者）、産業用利用者（タ
クシー事業者及び大企業を除く）

－ － － R7.7 R7.9
・家庭業務用利用者約33万者。
・産業用利用者約886社。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 ＬＰガス 県HPに掲載 R7補正（地）

27 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業電気料金高騰対策
支援事業

米国関税措置 ○

⑦中小企業
等に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

 164,490  164,490  164,490

①特別高圧を受電する事業者の電気料金に対する支援に
ついて、支援対象期間を拡大することにより、電気料金高騰
の影響を受ける県内中小企業者の負担軽減を図る。
②中小企業特別高圧電気料金支援金
③令和7年7月使用分
  45,110千kWh(推定需要量)×1.0円/kWh=45,110千円
   令和7年8月使用分
　46,488千kWh(推定需要量)×1.2円/kWh=55,786千円
  令和7年9月使用分
　43,645千kWh(推定需要量)×1.0円/kWh=43,645千円

事務委託料　19,949千円　計164,490千円
④特別高圧契約で受電する中小企業者（大型商業施設のテ
ナント入居者を含む)

－ － － R7.7 R7.12

支援対象約600者において、負担軽減を
図る。
（内訳）
工場等 約100者
商業施設約500者

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 特別高圧 県HPに掲載 R7補正（地）

28 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
やまぐちの地酒緊急支援事
業

米国関税措置 ○

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 121,300  121,300  121,300

①米価高騰に伴い酒米価格の急上昇が見込まれるため、激
変緩和措置として、県内酒蔵による県産酒米購入の負担を
軽減する。
②県産酒米の価格高騰に対する補助金
③補助上限　5,000千円　×　県内24酒蔵　＝120,000千円
　 交付事務費　1,300千円
　※積算根基における事務費は、県酒造組合が補助事業を
行う際の非常勤職員人件費、印刷費、郵便料、高速道路使
用料、旅費
④県内酒蔵

－ － － R7.11 R8.3
対象施設（24酒蔵）において、負担軽減を
図る。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品
分野

県HPに掲載 R7補正（地）

29 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
小規模事業者応援キャン
ペーン事業

米国関税措置 ○

⑦中小企業
等に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

 216,000  216,000  216,000

①原油価格・物価高騰等による県内経済への影響の軽減を
図ることを目的とし、商工会議所等が実施する、県内中小企
業・小規模事業者等の活性化につながるイベント等の取組
を支援する。
②イベント開催等に係る経費
③（平均1,360千円×5団体）+（2,000千円×47団体）+（3,000
千円×6団体）+（4,000千円×15団体）+（5,000千円×7団体）
+事務費2,200千円
合計216,000千円
※積算根基における事務費は、連合会等が補助事業を行う
際の印刷費、郵便料、旅費、会場費等（常勤職員の人件費
除く）
④県内の商工会議所・商工会等

－ － － R7.4 R8.3 イベント実施団体数　80団体 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

30 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対策EC送料支援事
業

米国関税措置 ○

⑦中小企業
等に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

 119,050  119,050  119,050

①物価高騰の影響を受けている県内中小企業者の収益回
復を図るため、県内中小企業のプロモーションを実施すると
ともに、インターネットでの通信販売にかかる送料を支援す
る。
②事務局運営費用、送料支援金
③事務局運営費（委託料）　42,250千円
   送料支援金　76,800千円（平均約240千円×320事業者）
④県内中小事業者

－ － － R7.4 R8.3 参加事業者の内、売り上げ上昇事業者数
を８割以上とする。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

31 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共交通燃料価格高騰対策
支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共
交通・物流や
地域観光業
等に対する
支援

 660,152  660,152  660,152

①燃料価格高騰の長期化等により厳しい経営環境にある交
通事業者の事業継続を図るため、燃料費の一部を支援す
る。
②燃料費（価格高騰分）の一部を補助
③660,152千円
　　バス：728,923千円×3/10＝218,677千円
　　タクシー：550,249千円×3/10＝165,075千円
　　フェリー：537,000千円×5/10＝268,500千円
　　地域鉄道：9,000千円×3/10＝2,700千円
　　事務費：5,200千円
※令和２年度の燃料費実績をもとに算出。
※積算根基における事務費は、各協会が補助事業を行う際
の印刷費、郵便料、振込手数料等
④山口県バス協会、山口県タクシー協会、山口県個人タク
シー協会、フェリー航路事業者、地域鉄道事業者

－ － － R7.4 R8.3
対象業者（174社）において、運行に不可
欠な燃料費の一部を支援し、交通事業者
の事業継続を図る。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・
観光事業者

県HPに掲載 R7当初（地）

32 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
県立大学運営費交付金（光
熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける県立大学の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける学生等に対する教育環境の維
持が図られるため。

 32,947  32,947  32,947

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる県立大学の負担を軽減することにより、物価高騰等の影
響を受ける学生等に対する教育環境の維持を図る。
②山口県立大学における物価高騰に伴う光熱費の増額相
当額
③山口県立大学：令和７年度光熱費見込額80,253千円－令
和３年度光熱費実績47,306千円＝32,947千円
④山口県立大学、学生等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（学生数）1,395人 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 公立学校施設 県HPに掲載 R7当初（地）
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

支援開始時期
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33 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
セミナーパーク管理運営等事
業（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 33,436  33,436  33,436

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②セミナーパークにおける物価高騰に伴う光熱費の増額相
当額
③セミナーパーク：令和７年度光熱費見込額57,975千円－令
和３年度光熱費実績24,539千円＝33,436千円
④セミナーパーク施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
約146,400人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

34 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
きらら浜自然観察公園管理
運営事業（光熱費高騰相当
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、コロナ禍において
物価高騰等の影響を受ける住民の福祉
の増進が図られるため。

 514  514  514

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、コロナ禍において物価高騰等の影響を受
ける住民の福祉の増進を図る。
②きらら浜自然観察公園における物価高騰に伴う光熱費の
増額相当額
③きらら浜自然観察公園：令和７年度光熱費見込額2,642千
円－令和３年度光熱費実績2,128千円＝514千円
④きらら浜自然観察公園、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約24,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

35 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
萩看護学校運営事業（光熱
費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける県立看護学
校の負担を軽減し、持続的・安定的な運
営を支援することにより、エネルギー・食
料品価格の物価高騰の影響を受ける学
生等に対する教育環境の維持が図られ
るため。

 1,613  1,613  1,613

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる県立看護学校の負担を軽減することにより、エネル
ギー・食料品価格の物価高騰等の影響を受ける学生等に対
する教育環境の維持を図る。
②山口県立萩看護学校における物価高騰に伴う光熱費の
増額相当額
③山口県立萩看護学校：令和7年度光熱費見込額   7,040千
円－令和3年度光熱費実績5,427千円＝ 1,613千円
④山口県立萩看護学校、学生等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（生徒数）125人 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

36 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山口県健康づくりセンター運
営事業（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 2,022  2,022  2,022

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②山口県健康づくりセンターにおける物価高騰に伴う光熱費
の増額相当額
③山口県健康づくりセンター：令和7年度光熱費見込額
15,326千円－令和３年度光熱費実績13,304千円＝2,022千
円
④山口県健康づくりセンター、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約78,090 人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

37 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童自立支援施設運営費
（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける児童自立支
援施設（育成学校）の負担を軽減し、持
続的・安定的な運営を支援することによ
り、物価高騰等の影響を受ける生徒・保
護者等に対する支援環境の維持が図ら
れるため。

 1,586  1,586  1,586

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる児童自立支援施設（育成学校）の負担を軽減し、持続
的・安定的な運営を支援することで、物価高騰等の影響を受
ける生徒・保護者等に対する支援環境の維持を図る。
②児童自立支援施設（育成学校）における物価高騰に伴う
光熱費の増額相当額
③育成学校：令和７年度光熱費見込額4,805千円－令和３年
度光熱費実績3,219千円＝1,586千円
④育成学校、生徒・保護者等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設入所暫定定員）
11人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 児童養護施設等 県ＨＰに掲載 R7当初（地）

38 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童心理治療施設運営費
（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける児童心理治
療施設の負担を軽減し、持続的・安定
的な運営を支援することにより、物価高
騰等の影響を受ける生徒・保護者等に
対する支援環境の維持が図られるた
め。

 4,555  4,555  4,555

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる児童心理治療施設（みほり学園）の負担を軽減し、持続
的・安定的な運営を支援することで、物価高騰等の影響を受
ける生徒・保護者等に対する支援環境の維持を図る。
②児童心理治療施設（みほり学園）における物価高騰に伴う
光熱費の増額相当額
③みほり学園：令和７年度光熱費見込額7,098千円－令和３
年度光熱費実績2,543千円＝4,555千円
④みほり学園、児童・保護者等

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設入所暫定定員）
27人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 児童養護施設等 県ＨＰに掲載 R7当初（地）

39 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山口県国際総合センター管
理運営事業（光熱費高騰相
当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 26,260  26,260  26,260

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②山口県国際総合センターにおける物価高騰に伴う光熱費
の増額相当額
③山口県国際総合センター：令和７年度光熱費見込額
71,686千円-令和３年度光熱費実績45,426千円＝26,260千
円
④山口県国際総合センター、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
約400,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

40 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
産業技術学校運営費（光熱
費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 9,631  9,631  9,631

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる産業技術学校の負担を軽減し、持続的・安定的な運営
を支援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福
祉の増進を図る。
②東部高等産業技術学校における物価高騰に伴う光熱費
の増額相当額
③東部高等産業技術学校：令和７年度電気代見込額12,974
千円－令和３年度電気代実績3,343千円＝9,631千円
④東部高等産業技術学校利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約1,500人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

41 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
下関武道館管理事業（光熱
費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 7,375  7,375  7,375

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することで、コロナ禍において物価高騰等に直面する住民
の福祉の増進を図る。
②下関武道館における物価高騰に伴う光熱費の増額相当
額
③令和７年度光熱費見込額23,214千円－令和３年度光熱費
実績15,839千円＝7,375千円
④下関武道館施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
約60,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

42 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
スポーツ交流村管理委託費
（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 9,103  9,103  9,103

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、コロナ禍において物価高騰等の影響を受
ける住民の福祉の増進を図る。
②スポーツ交流村における物価高騰に伴う光熱費の増額相
当額
③令和７年度光熱費見込額26,503千円－令和３年度光熱費
実績17,400千円＝9,103千円
④山口県スポーツ交流村施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約118,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

43 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
県民文化ホールいわくに管理
運営事業（光熱費高騰相当
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 17,994  17,994  17,994

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②県民文化ホールいわくににおける物価高騰に伴う光熱費
の増額相当額
③令和７年度光熱費見込額33,287千円－令和３年度光熱費
実績15,293千円＝17,994千円
④県民文化ホールいわくに施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約155,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

44 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
秋吉台国際芸術村管理運営
事業（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 9,458  9,458  9,458

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②秋吉台国際芸術村における物価高騰に伴う光熱費の増
額相当額
③令和７年度光熱費見込額29,880千円－令和３年度光熱費
実績20,422千円＝9,458千円
④秋吉台国際芸術村施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
約36,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

45 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
美術館管理運営事業（光熱
費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 3,383  3,383  3,383

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②山口県立美術館における物価高騰に伴う光熱費の増額
相当額
③令和７年度光熱費見込額31,312千円－令和３年度光熱費
実績27,929千円＝3,383千円
④山口県立美術館施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約97,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

支援開始時期
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46 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
萩美術館・浦上記念館管理
運営事業（光熱費高騰相当
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 16,760  16,760  16,760

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②山口県立萩美術館・浦上記念館における物価高騰に伴う
光熱費の増額相当額
③令和７年度光熱費見込額48,199千円－令和３年度光熱費
実績31,439千円＝16,760千円
④山口県立萩美術館・浦上記念館施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
約20,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

47 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
やまぐちフラワーランド管理
運営事業（光熱費高騰相当
分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰の影響を
受ける住民の福祉の増進が図られるた
め。

 2,466  2,466  2,466

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②やまぐちフラワーランドにおける物価高騰に伴う光熱費の
増額相当額
③やまぐちフラワーランド：令和７年度光熱費見込額
7,783,413円－令和３年度光熱費実績5,317,989円＝
2,465,424円
④やまぐちフラワーランド、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約75,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県HPに掲載 R7当初（地）

48 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
都市公園等管理運営費（光
熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費高騰の影響を受ける公の施設の
負担を軽減し、持続的・安定的な運営を
支援することにより、物価高騰等の影響
を受ける住民の福祉の増進が図られる
ため。

 52,773  52,773  52,773

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰等の影響を受ける住民の福祉の
増進を図る。
②都市公園等における物価高騰に伴う光熱費の増額相当
額
③維新百年記念公園：令和７年度光熱費見込額49,605,792
円－令和３年度光熱費実績31,766,349円＝17,839,443円
　片添ケ浜海浜公園：令和７年度光熱費見込額2,211,352円
－令和３年度光熱費実績1,783,001円＝428,351円
　萩ウェルネスパーク：令和７年度光熱費見込額7,032,994円
－令和３年度光熱費実績5,063,282円＝1,969,712円
　山口きらら博記念公園：令和７年度光熱費見込額
108,008,447円－令和３年度光熱費実績75,473,547円＝
32,534,900円
④維新百年記念公園、片添ケ浜海浜公園、萩ウェルネス
パーク、山口きらら博記念公園、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3

支援対象者数（施設利用者数）
維新百年記念公園　　　600,000人
片添ケ浜海浜公園　 　　 19,700人
萩ウェルネスパーク　　　 55,000人
山口きらら博記念公園  980,500人
　　　　　　　　　　　　　計1,655,200人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 民間委託の運用 県ＨＰに掲載 R7当初（地）

49 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
一般管理費（全日制）（光熱
費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費の高騰により影響を受ける公の
施設の負担を軽減し、持続的な運営を
支援することで、物価高騰等に直面する
住民の福祉の増進が図られるため。

 175,115  175,115  175,115

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②県立高等学校等における物価高騰に伴う光熱費の増額
相当額
③令和７年度光熱費見込額499,560千円－令和３年度光熱
費実績324,445千円＝175,115千円
④県立高等学校等に在学する生徒等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約20,700人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

50 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
一般管理費（特別支援）（光
熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費の高騰により影響を受ける公の
施設の負担を軽減し、持続的な運営を
支援することで、物価高騰等に直面する
住民の福祉の増進が図られるため。

 64,940  64,940  64,940

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②特別支援学校における物価高騰に伴う光熱費の増額相
当額
③令和７年度光熱費金見込額168,980千円－令和３年度光
熱費実績104,040千円＝64,940千円
④特別支援学校に在学する生徒等

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
約2,000人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

51 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
社会教育施設管理運営委託
費（光熱費高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費の高騰により影響を受ける公の
施設の負担を軽減し、持続的な運営を
支援することで、物価高騰等に直面する
住民の福祉の増進が図られるため。

 7,796  7,796  7,796

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②社会教育施設等における物価高騰に伴う光熱費の増額
相当額
③由宇電気料金：令和７年度見込12,007千円－令和３年度
実績6,590千円＝5,417千円
十種ヶ峰電気料金：令和７年度見込2,066千円－令和３年度
実績1,629千円＝437千円
油谷電気料金：令和７年度見込2,323千円－令和３年度実績
1,578千円＝745千円
秋吉台電気料金：令和７年度見込2,499千円－令和３年度実
績1,302千円＝1,197千円
合計：5,417千円＋437千円＋745千円＋1,197千円＝7,796千
円
④由宇青少年自然の家、十種ヶ峰青少年自然の家、油谷青
少年自然の家、秋吉台青少年自然の家、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3

支援対象者数（施設利用者数）
由宇　25,533人
十種ヶ峰　9,947人
油谷　43,690人
秋吉台　9,266人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

52 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
図書館管理運営費（光熱費
高騰相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費の高騰により影響を受ける公の
施設の負担を軽減し、持続的な運営を
支援することで、物価高騰等に直面する
住民の福祉の増進が図られるため。

 3,786  3,786  3,786

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②山口県立図書館における物価高騰に伴う光熱費の増額
相当額
③令和７年度光熱費見込額18,044千円－令和３年度光熱費
実績14,258千円＝3,786千円
④山口県立図書館、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3
支援対象者数（施設利用者数）
101,221人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

53 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
博物館運営費（光熱費高騰
相当分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

光熱費の高騰により影響を受ける公の
施設の負担を軽減し、持続的な運営を
支援することで、物価高騰等に直面する
住民の福祉の増進が図られるため。

 2,890  2,890  2,890

①物価高騰の長期化により光熱費等の運営経費が増大して
いる公の施設の負担を軽減し、持続的・安定的な運営を支
援することにより、物価高騰の影響を受ける住民の福祉の増
進を図る。
②山口県立博物館における物価高騰に伴う光熱費の増額
相当額
③令和７年度電気料金見込額6,955千円－令和３年度電気
料実績4,065千円＝2,890千円
④山口県立博物館、施設利用者

－ － － R7.4 R8.3 支援対象者数（施設利用者数）
45,831人

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

県ＨＰに掲載 R7当初（地）

54 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
漁業生産資材価格高騰対策
支援事業

米国関税措置 ○

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 57,000  57,000  57,000

①漁業生産資材価格が高騰する中、今夏の猛暑により、鮮
度保持に係る資材費急増の影響を顕著に受けた漁業者に
対し、資材費高騰分の一部を支援することで、漁業経営の継
続及び水産物の安定供給を図る。
②発泡スチロール魚函及び氷代等の価格高騰相当分
③57,000千円
　沖合底びき網漁業：補助上限1,500千円×12隻＝18,000千
円
　中型まき網漁業：補助上限1,500千円×6隻＝9,000千円
　定置網漁業：補助上限1,500千円×10隻＝15,000千円
　船びき網漁業：補助上限750千円×20隻＝15,000千円
④漁業経営体

－ － － R8.1 R8.3

支援対象隻数
　沖合底びき網漁業：12隻
　中型まき網漁業：6隻
　定置網漁業：10隻
　船びき網漁業：20隻

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
農林水産・食品
分野

県ＨＰに掲載 R7補正（地）

55 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
医療機関等光熱費高騰対策
支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 1,256,030  1,155,548  1,155,548  100,482

①物価高騰に直面する医療機関等に支援金を交付すること
により、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。
②医療機関等光熱費高騰対策支援金
③病院（1,004,820千円）
　　【130千円×123箇所】
　　　＋【13,051床×50千円 ※200床以上】
　　　＋【8,407床×40千円 ※200床未満】
　有床診療所（43,020千円）
　　【130千円×66箇所】＋【861床×40千円】
　無床診療所（189,670千円）
　　【130千円×1,459箇所】
　施術所（18,520千円）
　　【40千円×463箇所】
④病院、診療所、施術所（市町立を除く）

－ － － R8.1 R8.1 R8.3
支援対象2,111件において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定
医療（光熱費関
係）

県ＨＰに掲載 R7補正（地）

56 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
薬局光熱費高騰対策支援事
業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 38,571  35,491  35,491  3,080  8,291

①原油価格・物価高騰等に直面する薬局等に支援金を交付
することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質
の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③＠40千円×757施設＝30,280千円
　支払事務委託料　8,291千円
④県内で開業・運営している保険薬局

－ － － R8.1 R8.2 R8.3
支援対象757施設において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定
医療（光熱費関
係）

県HPに掲載 R7補正（地）

57 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
救護施設光熱費高騰対策支
援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 1,320  1,320  1,320

①原油価格・物価高騰等に直面する救護施設等に支援金を
交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全
で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③330千円/施設×県内４施設＝1,320千円
④救護施設設置者

－ － － R7.12 R7.12 R8.2
支援対象４施設において、利用者等に対
して、引き続き安心・安全で質の高いサー
ビスが提供できる体制を確保する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
女性自立支援施
設等

県HPに掲載 R7補正（地）

58 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設等光熱費高騰対策
支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 427,731  380,741  380,741  46,990  5,121

①原油価格・物価高騰等に直面する介護施設等に支援金を
交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全
で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③入所系
　200千円（定員1～40人）×434＝86,800千円
　330千円（定員41～60人）×141＝46,530千円
　520千円（定員61人～）×120＝62,400千円
　通所系
　160千円×839＝134,240千円
　訪問・相談系
　80千円×1,158＝92,640千円
　支払事務委託料　5,121千円
④県内介護サービス事業者、利用者等

－ － － R7.12 R8.1 R8.3 支援件数2､692 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事
業所・施設等

県HPに掲載 R7補正（地）
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Ａ
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交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｃ

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

支援開始時期

133 

134 

135 

136 

137 

138 

139 

140 

141 

59 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障害者支援施設等光熱費高
騰対策支援事業（Ｒ７補正
分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 249,536  198,866  198,866  50,670  4,406

①原油価格・物価高騰等に直面する障害者支援施設等に支
援金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安
心・安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払事務委託料
③
入所系
200千円（定員1～40人）×209＝41,800千円
330千円（定員41～60人）×37＝12,210千円
520千円（定員61人～）×8＝4,160千円
通所系
160千円×784＝125,440千円
訪問・相談系
80千円×769＝61,520千円
支払事務委託料　4,406千円
④県内障害者支援施設等

－ － － R8.1 R8.1 R8.3
支援件数1,807件において、利用者等に
対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービ
ス事業所・施設等

県HPに掲載 R7補正（地）

60 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等光熱費高騰対策支
援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 33,160  31,160  31,160  2,000

①原油価格・物価高騰等に直面する保育所等に支援金を交
付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全で
質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③保育所等
　260千円（定員150人～）×20＝5,200千円
　160千円（定員50～149人）×153＝24,480千円
　80千円（定員～49人）×28＝2,240千円
地域型保育事業　40千円×31＝1,240千円
④私立保育所、私立認定こども園（幼稚園型認定こども園を
除く）、地域型保育事業者

－ － － R7.12 R8.1 R8.3 支援件数：232件 ⑦ 事業チラシにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7補正（地）

61 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
児童養護施設等光熱費高騰
対策支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 12,950  11,170  11,170  1,780

①原油価格・物価高騰等に直面する児童養護施設等に支援
金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・
安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金（公立の施設を除く）
③330千円×31施設=10,230千円、40千円×68世帯=2,720千
円
④児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、母子生活支援施設、里親

－ － － R7.12 R8.1 R8.3
支援件数99件において、利用者等に対し
て、引き続き安心・安全で質の高いサービ
スが提供できる体制を確保する。

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

保育所・幼稚園・
認定こども園等

県HPに掲載 R7補正（地）

62 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
私立学校等光熱費高騰対策
支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 37,360  35,000  35,000  2,360

①物価高騰により光熱費の高騰に直面する私立学校等に
対して支援金を交付することにより、私立学校における教育
条件の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③幼稚園等
　80千円（～49人）×26＝2,080千円
　160千円（50～149人）×62＝9,920千円
　260千円（150人～）×21＝5,460千円
　中学校・高等学校等
　300千円（～249人）×7＝2,100千円
　550千円（250～499人）×4＝2,200千円
　900千円（500～749人）×6＝5,400千円
　1,690千円（750～999人）×4＝6,760千円
　3,140千円（1,000人～）×1＝3,140千円
　150千円（広域通信）×2＝300千円
④私立幼稚園、私立幼稚園型認定こども園、私立中学校・
高等学校等

－ － － R7.12 R8.1 R8.3 支援対象１３３件において、教育条件の
維持・向上を図る。

⑦ 事業チラシにて明記済みあるいは予定 私立学校 県HPに掲載 R7補正（地）

63 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
一般公衆浴場光熱費等高騰
対策支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 1,360  1,290  1,290  70

①物価高騰の長期化により、一般公衆浴場事業者の経営が
圧迫していることから、物価高騰対策として、経営の安定化
を図ることにより、衛生水準の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③1日当たりの入浴者数に応じた補助単価×施設数(全１３
施設)
40千円×６施設＝240千円
110千円×２施設＝220千円
180千円×５施設＝900千円
④県内の一般公衆浴場（公営施設を除く）、利用者

－ － － R7.12 R8.1 R8.1 支援施設：13施設 ⑦ 事業チラシにて明記済みあるいは予定
生活衛生関係営
業者

県HPに掲載 R7補正（地）

64 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
医療機関食材料費高騰対策
支援事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑦医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 294,611  282,827  282,827  11,784

①物価高騰に直面する医療機関等に支援金を交付すること
により、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質の高い
サービスが提供できる体制を確保する。
②医療機関食材料費高騰対策支援金
③22,319床×13,200円
④病院、有床診療所（市町立を除く）

－ － － R8.1 R8.1 R8.3
支援対象189件において、利用者等に対
して、引き続き安心・安全で質の高いサー
ビスが提供できる体制を確保する。

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定
医療（食材費関
係）

県ＨＰに掲載 R7補正（地）

65 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
LPガス料金上昇負担軽減事
業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 497,367  248,683  248,683  248,684  51,367

①ＬＰガス販売事業者を通じて利用料金の値引きを行うこと
により、ＬＰガス料金上昇の影響を受け、厳しい状況にある
生活者や事業者の負担軽減を図る。
②値引き原資、販売事業者協力金、支援金交付事務委託
③-1　値引き原資
　 ・家庭業務用利用者：1,000円(月1,000円×1か月)×33万
者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=330,000千
円
  ・産業用利用者：20円/m3×5,800千m3(使用見込量)×1か
月=116,000千円
③-2　販売事業者協力金
　 ・10万円（上限）×350者=35,000千円
③-3支援金交付事務委託
 　・16,366,295円
④家庭業務用利用者（一般消費者・業務用利用者(原則、質
量販売は除く）、コミュニティガス利用者）、産業用利用者（タ
クシー事業者及び大企業を除く）

－ － － R8.1 R8.1 R8.3
・家庭業務用利用者約33万者。
・産業用利用者約886社。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 ＬＰガス 県HPに掲載 R7補正（地）

66 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業電気料金高騰対策
支援事業（Ｒ７補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑨中小企業
等に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

 252,137  204,899  204,899  47,238  15,948

①特別高圧を受電する事業者の電気料金に対する支援に
ついて、支援対象期間を拡大することにより、電気料金高騰
の影響を受ける県内中小企業者の負担軽減を図る。
②中小企業特別高圧電気料金支援金
③令和8年1・２月使用分
   43,565千kWh(推定需要量)×2.3円/kWh×2ヶ月=200,399
千円
   令和8年3月使用分
　 44,737千kWh(推定需要量)×0.8円/kWh=35,790千円

事務委託料　15,948千円　計252,137千円
④特別高圧契約で受電する中小企業者（大型商業施設のテ
ナント入居者を含む)

－ － － R8.1 R8.1 R8.3

支援対象約600者において、負担軽減を
図る。
（内訳）
工場等 約100者
商業施設約500者

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定 特別高圧 県HPに掲載 R7補正（地）

67 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小企業賃上げ環境整備支
援事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑥中小企業・
小規模事業
者の賃上げ
環境整備

 717,874  617,874  617,874  100,000  50,874

①物価高・人手不足や継続的な最低賃金引上げの影響を
受けている県内中小企業に対し、生産性向上に資する新た
な設備等の導入を支援することを通じて、継続的な賃上げを
後押しする。
②事務局運営費用、補助金
③
・事務局運営経費(委託料):50,874千円
・補助金
　小規模事業者1,000千円×167件=167,000千円
　中小企業者　5,000千円×100件=500,000千円
　計　667,000千円
④県内中小企業者など

－ － － R8.2 R8.3 R8.3 計250事業者以上に支援を実施する ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
中小企業・小規
模事業者の賃上
げ環境整備

省力化・生産性向上支
援

県HPに掲載 R7補正（地）
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